
平成２８年度 平成２８年度の予定 平成28年度の
進捗

主な実績等 課題等 主な実績等に伴う事業名等 平成２８年度実績額
（単位：千円）

平成２９年度 平成２９年度の予定 平成２９年度に実施予定の事業名等 平成２９年度当初予算額
（単位：千円）

平成３０年度（予定） 平成３1年度（予定）

準備

　木質バイオマスエネルギー事業可能性調査
の受託事業者を公募型プロポーザルで選定し
たところであり、今後は、外部事業者を交え
た木質バイオマス利活用研究会の意見や、調
査結果をもって、事業化の方向性を決定して
いく。

　 C

　木質バイオマスエネルギー事業可能性調査
の調査結果をもって、事業化の方向性を、庁
内検討会議などで決定していく。
　

　クリーンエネルギーの一つである木質バイ
オマスの活用にあたっては、原料となる木材
の量と需要先の確保が不可欠であり、双方の
バランスが取れなければ事業には結びつかな
い。

4-1-5
地球温暖化対策事業費

7,452

推進

　設備導入に向けて施設管理者と協議してい
く。

D

なし 　改正FIT法の買取価格の下落のため、民間
事業者の参入が難しい。

－ －

推進

　引き続き開催していく。

B

　太陽エネルギー体験教室の開催
・市内小学校　10校　664人

なし

4-1-5
地球温暖化対策事業費

103

推進

　引き続き助成を行っていく。

B

市民立協働発電事業助成金
・山城地区市民立協働発電所設置運営委員会

なし

4-1-5
地球温暖化対策事業費

128

推進

　引き続き助成を行っていく。

B

温暖化対策導入促進助成金
・太陽光発電システム   184件
・高効率給湯器　　     313件
・木質ペレットストーブ  11件

なし

4-1-5
地球温暖化対策事業費

9,741

33
（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

「自助・共助・公助」の連携を強化し
た防災・減災対策の推進

　「甲府市防災アクションプラン2015」を策
定するとともに、プランを活用した実効性の
高い取組の実施など、「自助・共助・公助」
の連携を強化した防災・減災対策を推進す
る。
また、大規模災害時に円滑な対応ができるよ
う、体制の整備や資機材・物資の備蓄など平
常時から計画的な取組を進める。

拡充

　本年度からは、更なる被災者支援の拡充を
目的に現在の2日分から3日分となる備蓄非常
用食糧の備蓄計画を策定し、平成31年度まで
に配備を完了する。

B

平成28年度に「中北地域防災アクションプラ
ン」が改定され、項目の修正や熊本地震によ
り明らかとなった防災上の課題が盛り込まれ
るとともに、実施期間が平成31年度まで延長
されたことから、「甲府市防災アクションプ
ラン2015」の見直しを行った。
また、備蓄食糧の増量計画に基づき、21,536
食の備蓄食糧を増量した。

賞味期限の迫った備蓄食糧は、甲府市総合防
災訓練の炊き出し訓練にて参加住民に配布し
ているが、備蓄食糧の増量に伴い、今後活用
しきれない備蓄食糧については、廃棄処分と
なることが懸念されることから、食品ロスの
取り組みが課題である。

9-1-3
防災対策整備事業費

備蓄食糧増量分：3,222 拡充

市内２６０自治会に出向いた防
災研修会を実施する中、地区防
災計画の作成指導を行う。

９-１-３
防災対策整備事業費

・指導用機材等の購入費：
147

拡充 拡充
市長直轄組織
防災企画課

推進

　新たに策定した「甲府市行政改革大綱
（2016～2018）」に基づき、重点取組項目を
設定する中で、引き続き一課一改革の取組を
推進する。

B

「甲府市行政改革大綱（2016～2018）」に基
づき、一課一改革の取組を行い、職員、組織
の改革改善意識の醸成を図った。

業務改革策定方針を策定するにあたり、現行
の行政改革大綱との関連性の整理が必要。

2-1-9
企画部経費

276 推進

国の業務改革は本格的に実行さ
れているとはいえず、今後も動
向に注視する必要がある。こう
したことを踏まえ現状業務の調
査方法等の検討を行うととも
に、次期行政改革大綱の見直し
を見据え、現行政改革大綱との
関連性を整理する。

2-1-9
企画部経費

219 推進 推進
企画部

行政改革課

35 （６）
「常に成長を続ける市政」を創る

公共施設等マネジメントの推進

　公共施設及びインフラ資産の全体の状況を
把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃
合・長寿命化などを計画的に行うことによ
り、財政負担を軽減・平準化するとともに、
本市の実情に合った公共施設等の最適な配置
を実現する。 推進

　「（仮称）甲府市公共施設再配置計画」の
策定等に取り組む。

B

　「（仮称）甲府市公共施設再配置計画」の
策定に着手し、基本方針(案)を作成した。

庁内及び市民との合意形成

2-1-9
公共施設等マネジメント推進事業費

8,220 推進

　「（仮称）甲府市公共施設再
配置計画」の策定等に取り組
む。

2-1-9
公共施設等マネジメント推進事業費

10,565 推進 推進
総務部

財産活用課

実施

　総合窓口における申請者情報の自動入力機
能
〈総合窓口での自動入力〉

B

総合窓口におけるマイナンバーカードを利用
して申請者情報を自動入力するシステムの改
修及びマイナンバーカードの読取機器を導入
し、平成29年3月から運用を開始した。

マイナンバーカードの普及に伴うマイナン
バーカードの読取装置の台数の増加が必要で
ある。

2-1-13
電算管理費

8,589

準備

　証明書のコンビニ交付サービス
（平成29年7月サービス開始予定）

B

平成29年7月サービス開始に向けシステムの
導入及び改修を行った。

コンビニ交付の利用促進に向け、マイナン
バーカードの取得率の向上が必要である。

2-1-13
電算管理費

75,328

準備

　カードの独自利用を推進する国の動向も踏
まえ、他の独自利用策についても情報収集や
検討を進めていく。

B

　「マイナンバーカード」を活用した地域経
済好循環の拡大に向けた取組等のカードの独
自利用を推進する国の動向も踏まえ、他の独
自利用策についても情報収集や検討を行っ
た。

国や他の自治体の動向も踏まえ、甲府市に
あった独自利用について更なる情報収集が必
要である。

2-1-13
電算管理費

0

37
（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

健全な職場風土の醸成

不祥事防止対策会議による全庁的な協議・推
進体制のもと、職員一人ひとりの危機管理意
識とコンプライアンス（注8）の徹底を図るこ
とにより、健全な職場風土を醸成し、市民か
ら信頼・期待される市政を推進する。
　
（注8）法令遵守。また、法令だけにとどまらず、社会
の規範及びルールまで含めて遵守すること。

推進

　引き続き、不祥事防止対策会議を実施する
中で、職員の危機管理意識の向上を図ってい
く。

B

・第1回不祥事防止対策会議を開催（平成28
年5月9日）し、「報告書の対策等に基づく実
践」の実施状況報告を行った。
・第2回不祥事防止対策会議を開催（平成28
年8月4日）し、各職場での「人事異動に伴う
職場研修」の実施報告、教育部における「家
庭学習ワーク」の作成誤りについての報告を
行うとともに、「不祥事事例を参考とした対
話の実施」について指示した。
・第3回不祥事防止対策会議を開催（平成28
年12月1日）し、「報告書の対策等に基づく
職場での実践」の上半期の実施状況報告及び
職員倫理のガイドラインとして「甲府市職員
コンプライアンスブック」を発行、各職場で
の対話などに活用するよう周知した。
・第4回不祥事防止対策会議を実施（平成29
年2月1日）し、「不祥事の発生しない状態を
継続していくための提案」について指示し
た。

職場単位での対話や研修等を通じて、職員が
公務員としての高い倫理観を保持できるよ
う、継続的に取組を行う。

－ － 推進

引き続き、職場での対話を促
し、不祥事防止に向けた取り組
みを行いながら、職員のコンプ
ライアンス意識の向上を図って
いく。

－ － 推進 推進
総務部
人事課

　エネルギーの地産地消など本市の地域特性
を効果的に活用した地球温暖化対策を一層推
進するとともに、将来にわたって良好な環境
を創り、人々が快適な暮らしを享受できる
「低炭素社会」や「循環型社会」の構築を図
る。
また、環境保全の視点を取り入れた産業振興
施策についても推進していく。

クリーンエネルギーの普及・推進
（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

32
環境部

環境保全課
推進推進14,548

4-1-5
地球温暖化対策事業費

・木質バイオマスのエネルギー
活用策についての方針の決定
・太陽エネルギー体験教室の開
催
・市民立協働発電事業助成金
・甲府市地球温暖化対策導入促
進助成金

実施

36 推進
（６）
「常に成長を続ける市政」を創る

個人番号カードの独自利用策の推進

　番号法において、地方公共団体における個
人番号カードの独自利用が可能となっている
ことから、同カードの利用開始（平成28年1
月）を踏まえ、本市独自の行政サービス機能
を付加することにより、同カードの多機能化
を進め、市民の利便性の向上を図る。

推進 推進

34 （６）
「常に成長を続ける市政」を創る

市役所改革の一層の推進

　職務に対する高い意識や専門的な知識など
を兼ね備えた総合力の高い職員を育成すると
ともに、各部局が組織横断的に一体となり
チーム力を高めることにより、市民満足度の
高い施策を展開する。
　また、時代の潮流や市民ニーズなどを的確
に捉えた事業のスクラップ・アンド・ビルド
の考えのもと、効率的で効果的な事業展開を
図る。

・「新甲府市人材育成基本方針
（改訂版）」に定められた「求
められる職員像」の実現や「職
位に求められる役割と能力」の
向上を図るため、職位や成長ス
テージに応じた能力開発と資質
の向上のための研修を実施す
る。
・専門・派遣研修等により、能
力や専門性の向上及び職務意欲
の高揚を図る。また、接遇研修
等を実施して、親切・丁寧な対
応と、心の通った質の高いサー
ビスを提供できる職員を目指
す。
・職場研修を積極的に行うこと
により、コミュニケーションの
活性化や職場における課題･情報
の共有化を図る。
・第２次人材育成実施計画の最
終年度となることから、人事
課・研修厚生課・行政改革課等
が連携を図る中で、新人材育成
基本方針及び実施計画を見直す
とともに、それに併せ、職員研
修規程等の見直しを行う。
・自己啓発助成制度の周知を図
るとともに、各研修実施時に通
信講座の情報提供を行う。

2-1-2
職員研修事業

11,896推進

証明書のコンビニ交付サービス
（平成29年7月サービス開始予
定、住民票の写し・印鑑登録証
明書・課税証明書・戸籍に関す
る証明書・戸籍の附票の写し）
（平成30年1月追加サービス開始
予定、所得証明書・非課税証明
書）

総務部
情報課

推進 推進
総務部

研修厚生課B

・「新甲府市人材育成基本方針（改訂
版）」、「第２次甲府市人材育成実施計画」
及び「甲府市研修に関する基本方針」に基づ
き、職位や成長ステージに求められる能力を
継続的かつ段階的に修得するため階層別研修
を実施した。
・親切丁寧で明るく市民に接し、市民の信頼
に応える職員を目指し、説明力向上研修、接
遇指導者養成研修などを実施し接遇やマナー
の向上を図った。
・職務を遂行する上で必要な専門的な資格を
取得する意向のある職員を対象に、資格取得
支援研修を実施した。
・基本的な能力形成の場である職場研修に関
しては、人事異動に伴う職場研修（業務研
修）、業務繁忙期前職場研修等を継続して実
施し、コミュニケーションの活性化や職場に
おける課題・情報の共有化を図り、「学ぶ組
織」の風土づくりに努めた。
・技能職員の新たな職場への配置に向け、公
務員倫理・接遇研修、情報セキュリティ・パ
ソコン研修等を実施し、資質の向上と能力開
発を図った。

・個人、職場、組織の各レベルにおいて、そ
れぞれの役割を認識し、職員の能力開発と資
質向上を図る必要がある。
・職員自らが主体的に取り組む研修の強化。

2-1-2
職員研修事業

9,362 推進

・「新甲府市人材育成基本方針（改訂版）」
に定められた「求められる職員像」の実現や
「職位に求められる役割と能力」の向上を図
るため、職位や成長ステージに応じた能力開
発と資質の向上のための研修を実施する。
・専門、派遣研修などにより、能力や専門性
の向上及び職務意欲の高揚を図る。また、接
遇研修や民間企業等接遇派遣研修、接遇指導
者養成研修を実施して、親切丁寧で明るく市
民に接し、市民の信頼に応える職員を目指
す。
・職場研修を積極的に行うことにより、コ
ミュニケーションの活性化や職場における課
題･情報の共有化を図る。

2-1-13
電算管理費

32,487

こうふ未来創り重点戦略プロジェクト施策・事業に係る進捗状況等一覧

NO. 基本政策 施策・事業等の名称
※➢は、関連する施策・事業

概要

平成28年度の取り組み状況 今後の予定

所管部・課


